
本県財政の概況

○県債残高，当初予算，公共投資及び一般財源基金残高の推移
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（単位：億円）

▲当初予算額

通常県債残高

■公共投資

●一般財源基金残高

特例的県債残高

（注）１ 「一般財源基金残高」及び「県債残高」は，H27までは決算額，H28は9月補正後予算額。
２ 「公共投資」は，H27までは最終補正後予算額，H28は当初予算額。

３ 「特例的県債」は，地方交付税の肩代わりのため発行した臨時財政対策債や，減収補塡債など。
４ 「通常県債」は，公共投資に充てた県債や，退職手当債，第三セクター等改革推進債など。

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H25
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財政収支見通し及び財源確保の目標額

（１）Ｈ３２までの財政収支見通し （単位：億円）

区 分 Ｈ 28 Ｈ 29 Ｈ 30 Ｈ 31 Ｈ 32
一般財源 7,699 7,830 8,090 8,160 8,170
県税等 4,671 4,870 5,320 5,680 5,760

歳 地方交付税 1,911 1,840 1,800 1,800 1,730
臨時財政対策債 620 620 620 620 620
地方譲与税等 497 500 350 60 60

国庫支出金 1,266 1,250 1,240 1,230 1,180
入 県債(臨時財政対策債を除く) 541 500 500 470 510

うち行政改革推進債等 85 90 90 50 80
その他歳入 1,702 1,610 1,580 1,600 1,520

計 （Ａ） 11,208 11,190 11,410 11,460 11,380
義務的な経費 6,115 6,180 6,260 6,290 6,360
人件費（退職手当除き） 2,925 2,930 2,930 2,920 2,920
退職手当 339 330 320 300 320

歳 社会保障関係費 1,415 1,470 1,520 1,570 1,630
公債費 1,436 1,450 1,490 1,500 1,490

投資的経費 1,389 1,320 1,270 1,240 1,150
通常分 1,055 1,050 1,050 1,070 1,080

出 震災関連分 334 270 220 170 70
補助費等 2,117 2,280 2,510 2,580 2,540
その他歳出 1,587 1,560 1,550 1,530 1,510

計 （Ｂ） 11,208 11,340 11,590 11,640 11,560
歳入不足額 (A－ B) (△ 110) △ 150 △ 180 △ 180 △ 180
（注）Ｈ２８の歳入不足額欄（ ）書きは，財源確保対策を講じる前の不足額

（２）財源確保の目標額（一般財源ベース） （単位：億円）

区 分 Ｈ 28 Ｈ 29 Ｈ 30 Ｈ 31 Ｈ 32
歳入不足額 A △ 110 △ 150 △ 180 △ 180 △ 180

歳 人件費の抑制 7 1 1 1 1
出 公共投資の縮減・重点化 - 1 1 1 1
改 事務事業の見直し等 45 52 42 42 42
革 小 計 B 52 54 44 44 44
歳 自主財源の確保 14 14 14 14 14
入 特別会計等資金の活用 2 2 2 2 2
確 その他財源対策 42 20 - - -
保 小 計 C 58 36 16 16 16
財源確保額 B＋C D 110 90 60 60 60
財源不足額 A＋D E - △ 60 △ 120 △ 120 △ 120

財源不足額の合計（Ｈ 32まで） △４２０億円

（参考）

一般財源基金残高（Ｈ 28末見込） ５９７億円

（注）Ｈ29以降の財源確保の取組については，原則として第６次行財政改革大綱の取組を継

続することを前提として算定


